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ギ リ シ ャ 概 況 

ジェトロ調査部（更新日：2025年 7月 24日） 

一般的事項 

 

国・地域名：ギリシャ共和国 Hellenic Republic 

 

面積：13 万 2,049 平方キロメートル（2025 年 4 月、出所：ギリシャ軍事地理サ

ービス） 

 

人口：1,040万 9,547人（2025年 1月 1日時点、暫定・推計値、出所：ユーロ

スタット） 

 

首都：アテネ（人口：約 300万人）（出所：外務省） 

 

公用語：ギリシャ語 

 

宗教：ギリシャ正教 

 

                  基礎的経済指標 

 

名目 GDP：2,375億 7,300万ユーロ（2024年） 

2,570億 6,700万ドル（2024年）（出所：IMF） 

 

1 人当たり名目 GDP：2万 4,716 ドル（2024年、出所：IMF） 

 

貿易（2024 年）：（出所：ユーロスタット、注：ユーロ建てをドル換算） 

輸出（FOB）：540億 1,435万ドル 

主要品目（構成比）：鉱物性燃料（29.9％）、医療用品（5.6％）、アルミニウ

ム（5.5％）、電気機器（4.6％）、機械類（4.2％） 

主要輸出相手国（構成比）：イタリア（10.5％）、ドイツ（7.1％）、キプロス

（6.6％）、ブルガリア（5.9％）、米国（4.7％） 

 

輸入（CIF）：917億 5,335万ドル 

主要品目（構成比）：鉱物性燃料（25.5％）、電気機器（7.6％）、機械類

（7.2％）、輸送機器関連品（5.6％）、医療用品（4.7％） 

主要輸入相手国（構成比）：ドイツ（10.7％）、イタリア（8.8％）、中国

（8.2％）、イラク（5.9％）、オランダ（5.7％） 

 

外貨準備残高：56億 962万ドル（2024年 12月、出所：IMF）  

 

外国直接投資受入残高：655億 9,800万ドル（2023年末、出所：IMF） 

 

通貨単位：ユーロ（€）、１ユーロ＝1.0824 ドル（2024年平均）  

１ユーロ＝163.85円（2024年平均）（出所：ECB） 

 

経済動向 

 
1. 2009年10月、解散総選挙の結果発足したパパンドレウ政権は、財政赤字の大幅な修正を発表。

市場の不信から国債発行が困難となり財政危機に陥った。2010 年 4 月、ギリシャは欧州委員会
や国際通貨基金（IMF）に財政支援を要請。 

2. ユーロ加盟国による、ギリシャ政府による改革（緊縮・財政再建など）を条件としたギリシャへの財
政支援は、第 1次支援プログラム（2010年 5月から 2012年 3月）、第 2次支援プログラム（2012
年 3 月から 2015 年 6 月）、第 3 次支援プログラム（2015 年 8 月から 2018 年 8 月）が実施され、
総額 2,566億ユーロがギリシャに融資された。 

3. また、IMF は 2010 年 5 月、ギリシャ政府による改革を条件とし、非譲許的融資の一種であるスタ
ンドバイ取り決めからの最大 300億ユーロの支援を決定した。 

4. 2017 年 7 月、同年 6 月のユーログループ（ユーロ圏財務相会合）での合意を受け、EU はギリシャ政
府の改革推進を評価し、85 億ユーロの融資の実施を承認。約 70 億ユーロの国債償還を控える中で
本融資が決まったことで、デフォルト（債務不履行）に陥る事態を回避した。同じく 2017 年 7 月、IMF
はギリシャ向けに 18 億ドルのスタンドバイ取り決めを原則承認。一時的な国際収支の悪化に対して
支援融資を行った。 

5. 2018年 6月のユーログループで、債務負担軽減策などで合意。同年 8月の第 3次金融支援終了で
ギリシャへの金融支援は終了した。2019年 12月のユーログループで、2018年 6月の会合で合意し
た、債務負担軽減策などによる 2度目の融資（767万ユーロ）を実行に移すことを決定。 

6. 2022年 4月、スタイクラス財務相は、IMFに対する総額 201億ユーロの債務の返済が期限前に完了
したことを発表。同債務は、2010 年のギリシャ債務危機の際に合意された最初の金融支援である「ギ
リシャ・ローン・ファシリティ（GLF）プログラム」の一部。 

7. 2022年5月、欧州委はギリシャに関する第14回監査報告書を発表。新型コロナウイルス感染拡大や
ロシアによるウクライナ侵攻の影響にも関わらず、ギリシャが数多くの公約を達成し、広範な構造改革
を完了したと評価。2022 年 8 月をもって、2018 年の第 3 次金融支援プログラム終了以降、四半期ご
とに実施してきた欧州による同国の経済・財政状況などを評価する「監視強化枠組み」を終了。 

8. 2023年 11月、欧州委はギリシャ政府の要請を受け、ギリシャの銀行の不良債権削減プログラム「ヘラ
クレス」の再導入を 2024年 12月末までの期限付きで承認したと発表。 

9. 2024 年 11 月、ギリシャ環境・エネルギー省、欧州委、欧州投資銀行は、「ギリシャ島嶼（しょ）部脱炭
素化基金」を設立した。EU 排出量取引制度（EU ETS）の排出枠売却益を財源とし、島嶼部のエネル
ギーシステムの脱炭素化に活用する。2025年から 2032年までに 38億ユーロの投資を見込む。 

10. 2025 年 3 月、格付け大手ムーディーズによる長期自国通貨建ておよび外貨通貨建ての発行体格付
けの「Ba1」から投資適格級「Baa3」への引き上げや、信用格付け会社 DBRS の信用格付けの BBB 
(低) から BBBへの引き上げについて、財務相は欧州への復帰を証明するものだとした。 

ギリシャの主要経済指標 

                    （*前年比、％）  
2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 

実質GDP成長率*（注） △9.2 8.7 5.7 2.3 2.3 

個人消費支出* △6.2 5.1 8.6 1.8 2.1 

政府消費支出* 3.0 1.8 0.1 2.6 △4.1 

総固定資本形成* 1.7 21.7 16.4 6.6 4.5 

輸出（財・サービス）* △21.5 24.4 6.6 1.9 1.0 

輸入（財・サービス）* △7.3 17.4 11.0 0.9 5.5 

財政収支（対ＧＤＰ比） △9.6 △7.1 △2.5 △1.4 1.3 

一般政府債務残高（対ＧＤＰ比） 209.4 197.3 177.0 163.9 153.6 

消費者物価上昇率（年平均）* △1.3  0.6  9.3 4.2 3.0 

失業率（年平均） 17.6 14.7 12.5 11.1 10.1 

貿易収支（100万ドル） △12,737 △16,011 △21,631 △12,017 △13,985 

経常収支（100万ドル） △13,840 △15,258 △23,390 △16,322 △17,820 

注：2022～2024年の実質GDP成長率と内訳は暫定値。                                       

出所：EU統計局（ユーロスタット）、貿易収支・経常収支のみ IMF 

政治体制 

 

政体：共和制 

元首：コンスタンディノス・タスラス（H.E. Mr. Constantine 

TASSOULAS）大統領（2025年 3月就任、任期 5年） 

議会制度：一院制 

議会：300議席、2023年 6月 25日選挙実施、任期 4年 

政党（数字は議席数）： 

与党：新民主主義（ND）155 

野党：全ギリシャ社会主義運動・変化のための運動（PASOK-

KINIMA ALLAGIS）33、急進左派連合（SYRIZA）26、ギ

リシャ共産党（KKE）21、ギリシャの解決策（ELLINKI 

LISI）11、新左派 11、勝利（NIKI）9、自由への道のり 6、

スパルタンズ 3、無所属 25  

（2025年 7月 24日現在） 

内閣（主要閣僚）：  

首相：キリアコス・ミツォタキス（Kyriakos MITSOTAKIS） 

財務相：キリアコス・ピエッラカキス（Kyriakos PIERRAKAKIS） 

外務相：ヨルゴス・ゲラペトリティス（Georgios GERAPETRITIS） 

国防相：ニコラオス（ニコス）・デンディアス（Nikolaos（Nikos） 

DENDIAS） 

出所：ギリシャ政府 

 

二国間関係 

 

貿易額：                          （単位：100万ドル） 

  日本の輸出 日本の輸入 収支 

2020年 243 761 △518 

2021年 263 604 △341 

2022年 341 769 △428 

2023年 413 775 △362 

2024年 337 591 △254 

出所：財務省「貿易統計」よりジェトロ作成。2020～2023年は確
定値、2024年は確々報値。 

 

対日貿易の主要品目（構成比）：2024 年 

日本の輸出：輸送用機器（50.7％）、一般機械（29.4％）、電気機

器（3.2％）、ゴム製品（2.4％）、鉄鋼（2.0％） 

日本の輸入：たばこ（91.6％）、果実および野菜（1.9％）、非鉄金

属（1.6％）、植物性油脂（0.8％）、穀物および同調

整品（0.5％） 

出所：財務省｢貿易統計｣よりジェトロ作成 

 

日系企業進出状況：36社（2023年 10月 1日現在） 

出所：外務省「海外進出日系企業拠点数調査 2023年」 

 

在留邦人数：627人（2024年 10月 1日現在） 

出所：外務省「海外在留邦人数調査統計」 

 


